
取組の視点：「制度 環境 整備   人材育成 意識改革」 両輪により「働き方・仕事の進め方改革」を推進 

（参考）「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年 6月）

１ 働き方・仕事の進め方改革に向けた本市の現状と課題 ２ 働き方・仕事の進め方改革に向けた取組の基本方向 

４ 働き方・仕事の進め方改革に向けた方向性と具体的な取組例（案）  

人材育成 意識改革制度 環境の整備 

・業務改革・改善、ＩＣＴ活用
   業務 効率化
・ワークスタイル変革による働きや
すい環境づくり 
・メンタルヘルス対策の充実 
 女性 活躍   職場   
・障害者の雇用の拡大 
・高齢職員、非常勤嘱託員等
が活躍できる職場づくり 
・多様な働き方を可能とするしく
みづくり 

 管理職       力 向上
 計画的 効率的 業務スキルの
習得 
 労働 質 高  意識 向上
 長時間勤務 美   職務意
識 転換
              意識 
浸透 
 多様 働 方  理解の向上 

 女性活躍推進 障害者雇用 拡大 非常勤嘱託員等の活用、高齢職
員の活用などが求められている。 
⇒（２）多様な働き方を推進する取組が必要 

・ワーク・ライフ・バランスを推進しているなか 平均時間外勤務数 長時間
勤務者の割合が増加傾向にある。 
⇒（１）ワーク・ライフ・バランスを実現できる働く環境整備と意

識改革 必要

本市における現状と課題 

『最大のチャレンジは働き方改革である。多様な働き方が可能となるよう、社会
の発想や制度を大きく転換しなければならない。』 
』
 同一労働同一賃金 実現  非正規雇用 待遇改善
 長時間労働 是正
・高齢者の就労促進 

①長時間勤務

の是正 

④ＩＣＴの活用 ⑤ワークスタ

イル変革 

①女性活躍推進 

次世代育成支援

②業務改革・

改善 

●モデル職場

における専門

家による業務

分析の実施

非常勤嘱託員

への諸手当支

給等の検討

（２）多様な働き方の推進（１）職員 働 環境 整備 意識改革

●長時間労働

職場管理職ア

ンケートの実

施・分析結果

の業務プロセ

ス等へ反映

●女性職員の

職域拡大に向

けた仕組みづ

くり

●メンター

制度の導入

に向けた検

討

●ワーク・

ライフ・バ

ランスデー

の拡充

●退職職員の

再任用職員フ

ルタイム化

●重大な疾病

等を持つ職員

の勤務継続等

の多様な働き

方を可能とす

る方策の検討 

●障害者の雇

用の環境づく

り

●チャレンジ

雇用の業務内

容の見直し

働き方・仕事の進め方改革に向けた取組について 

（ワーク・ライフ・バランス）

●テレワーク

等の導入の方

向性検討

●業務プロセ

スの見直しと

連動したペー

パーレス化な

どＩＣＴ活用

の推進

●業務におけ

るＡＩ活用の

実証実験 

●本庁舎建替

に向けた通信

環境や新たな

会議室予約シ

ステム等の方

向性検討

●管理職のマ

ネジメントの

強化・構築

●業務の効率

的な習得に向

けた計画的な

ＯＪＴ実施の

取組

●庁内会議や

事務決裁の運

用ルールの策

定 

●多様な働き

方を可能にす

るフレックス

タイム制等の

導入検討 

●業務改善、

ワーク・ライ

フ・バランス

等と一体とな

った取組の推

進

●非常勤嘱託

員のあり方等

の検討

●非常勤嘱託

員の処遇改善

方
向
性
と
具 
体 
的 
な 
取 
組 
例

●出資法人等

における高齢

職員の活用の

検討
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●再任用職員

の役職者への

配置

③高齢職員の

活用 

●定形的・反復

的な内部事務

のアウトソー

シングの検討 
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⑤多様な働き方

を可能とする

しくみづくり 

④非常勤嘱託

員・臨時的任

用職員の活用 

②障害者雇用
の拡大 

⑥メンタル 

ヘルス対策 

●ストレスチ

ェックの結果

を活用したメ

ンタル不全未

然防止の取組

その他

●庁内コミュ

ニケーション

の活性化の取

組

③人材育成・

意識改革 

本市の現状と課題を踏まえ 
１ 職員の働く環境 整備 意識改革 ２ 多様な働き方の推進 に取組んでいく。

３ 働き方・仕事の進め方改革に向けた推進体制と取組期間  
推進体制 ①市長 本部長   「川崎市働き方・仕事の進め方改革推進本部」を設置 

②各局区に設置する「局区推進本部」と一体となって全庁的な体制で取組を進める。 
取組期間 ①平成２８年度 ２９年度 

②平成３０年度以降については、本取組を次期川崎市総合計画実施計画 行財政改
革プログラム、人材育成アクションプランへ反映していく。 

●どこでも仕

事ができるモ

バイルワーク

等の導入検討

●本庁舎建替

等におけるユ

ニバーサルレ

イアウト等の

検討

●ストレスチ

ェックの全員

実施
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